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要　旨
本稿では、わが国から東アジアへの直接投資が貿易に与える影響とわが国

を含む東アジア域内での貿易構造の変化について、グラビティ方程式に基づ
き、産業別・財別データを使って実証分析を行う。本稿の分析からは、直接
投資の貿易への影響は産業ごとに異なっていることが明らかにされる。すな
わち、情報関連財を中心に1990年代入り後、分業が急速に進展している電気
機械では、直接投資の貿易に与えるプラス効果が1990年代に大きく上昇して
いる。また、中間財を中心に緩やかに分業体制が深化している繊維では、直
接投資の貿易に与える影響は、電気機械ほど大きくないがプラスである。こ
れに対し、生産工程がわが国から東アジアに移管され、わが国の輸出が現地
生産に代替されている輸送用機械では、直接投資が貿易に与える効果はほと
んどない。

キーワード：直接投資、グラビティ方程式、貿易構造、垂直貿易、水平貿易、
フラグメンテーション
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本稿では、わが国から東アジア1への直接投資が貿易に与える影響とわが国を含

む東アジア域内での貿易構造の変化について、グラビティ方程式に基づき、産業

別・財別データを使って実証分析を行う。

わが国経済にとっての東アジアの重要性は、近年、ますます高まっている。す

なわち、1980年代後半以降、わが国から東アジアへ高水準の直接投資が行われ、

日本企業の海外生産拠点として組み込まれているのと同時に、最終需要地として

の重要性が高まっているなど、わが国と東アジアの相互依存関係は需要・供給両

面で深まっている。特に供給面では、わが国からの直接投資を契機に、従来のよ

うに、労働集約財だけでなく、東アジア域内で生産された情報関連財も日本に輸

出されるようになっており、ダイナミックな貿易構造の変化が生じている。

わが国の直接投資が貿易に与える影響については、これまで数多くの研究が行

われており、これらの研究では、わが国の直接投資によって日本・東アジア間の

貿易が拡大しているとの結果が示されている。こうした研究の多くは、マクロの

貿易量と直接投資の総額の関係を、グラビティ方程式等を使って統計的に検証し

たものである2。

しかし、直接投資の目的は、労働集約的な組立てラインの東アジアでの展開、

部品等より付加価値の高い財の生産、投資先地域における最終製品販売のための

販売網整備など、産業によって異なっており、こうした違いを考慮せずに直接投

資と貿易の関係を考察するのは必ずしも適切とはいえない。直接投資の目的が異

なる場合には、直接投資によって生じる貿易構造への影響も異なり、その結果、

直接投資が貿易量に与える影響にも相違が出るためである。

したがって、直接投資が貿易に与える影響やその背景にあるメカニズムを正確

に把握するためには、個々の産業や財ごとにその貿易構造に留意したうえで直接

投資と貿易の関係を検討する必要がある。そこで本稿では、産業ごとの国別・財

別データを使って、産業別・財別のグラビティ方程式を推計し、わが国の東アジ

アへの直接投資がわが国や東アジアの貿易に与える影響を定量的に分析する。

本稿の分析からは、直接投資の貿易への影響は貿易構造の違いに応じて産業ご

とに異なっていることが明らかにされる。例えば、情報関連財を中心に1990年代

入り後、東アジア地域との分業が急速に進展している電気機械では、1990年代に

入って直接投資が貿易に与えるプラス効果が大きく高まっている。また、繊維で

は、直接投資の貿易に与える影響は、電気機械ほど大きくないがプラスである。

これに対し、従来わが国にあった生産ラインが東アジアにシフトし、わが国の生

産が東アジアの生産に代替されている輸送用機械等では、直接投資の貿易に与え
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１．はじめに

1 本稿では、特に断りのない限り、東アジアをNIEs4ヵ国（韓国、香港、台湾、シンガポール）、ASEAN4ヵ
国（インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン）、中国の計9ヵ国（地域を含む）と定義する。
2 グラビティ方程式の概要については3節を参照されたい。



る影響はほとんどないとの結果が示される。こうした結果は、マクロ的にみて、わ

が国の直接投資がわが国と東アジアとの貿易の拡大をもたらしている背景には、情

報関連財を中心とする電気機械等での分業体制の急速な広がりがあることを示唆し

ている。

本稿の構成は以下のとおりである。2節では直接投資と貿易量との関係が貿易構

造とどのように関連しているかという問題に関する先行研究を紹介し、それらの限

界を述べる。こうした限界を踏まえたうえで、3節ではグラビティ方程式を使った

本稿の分析の枠組みと実証分析で用いるデータ・セットを説明する。4節ではその

枠組みに基づいた分析結果を示し、産業ないし個別財ごとに直接投資が貿易に与え

る影響をみるとともに、その貿易構造との関連を考察する。そして最後の5節では、

本稿の分析結果をまとめたうえで、その結果に基づいて、東アジアにおけるダイナ

ミックな貿易構造の変化の経済政策運営上の含意を考察し、本稿の結びとする。な

お、補論1では直接投資と貿易量の関係に関する理論研究を紹介し、補論2では本稿

で分析に使用するグラビティ方程式のミクロ的基礎を説明する。

直接投資と貿易の関係については、貿易理論では、直接投資は貿易を減少させる

（直接投資は貿易と代替関係にある）という関係と、貿易を増加させる（直接投資

と貿易は補完関係にある）という関係の2つの相反する理論的仮説が提示されてい

る3。このため、現実の直接投資が貿易に与えている影響を正確に把握するために

は実証分析が必要である。こうした観点からこれまで多くの研究が行われ、わが国

の直接投資については東アジアとの貿易を増加させるとの結果が示されている一方

で、米国・ラ米間では直接投資は貿易量を減少させるとの結果が示されている。こ

うした地域間での直接投資と貿易量の関係の相違の背景としては、前述のように直

接投資の目的の相違とそれに伴う貿易構造の違いが考えられる。

以下では、まず、日本・東アジアにおける直接投資と貿易量の関係を分析した実

証研究を紹介する。そして、貿易構造に関する概念整理を行い、日本・東アジア間

における貿易構造を考察した先行研究を紹介する。

（1）日本・東アジア間の直接投資と貿易量との関係に関する先行研究

まず、Eaton and Tamura［1994］はわが国の東アジアへの輸出入、直接投資それ

ぞれを被説明変数とする関数を推計し、関数推計から得られた残差系列の相関や時

差相関を計測した。その結果、直接投資が東アジアの輸出入に先行しプラスの相関

163

わが国直接投資と日本・東アジアの貿易構造の変化

3 直接投資と貿易量に関する理論的研究については、補論1を参照されたい。

２．直接投資と貿易量、貿易構造に関する先行研究とその限界



を持つことから、わが国の東アジアへの直接投資は両地域間の貿易を拡大させると

述べている。また、Goldberg and Klein［1998］は、わが国から東アジアへの直接投

資が両地域間の貿易フローに与える影響をグラビティ方程式を用いて推計し、わが

国の直接投資が東アジア向け輸出と同地域からの輸入の双方を増加させるとの結果

を示している。さらに、Nakamura and Ohyama［1998］は、Goldberg and Klein

［1998］とは異なり、東アジア9ヵ国を発展段階別にグループ化したうえで、それぞ

れのグループについて、対日貿易とわが国からの直接投資との関係をグラビティ方

程式から考察し、東アジアでは発展段階に関係なく、わが国からの直接投資の流入

は対日貿易を拡大させる効果を持つと結論付けている。

このようにわが国の東アジアへの直接投資については貿易を増加させるという結

論が数多く示されているものの、Goldberg and Klein［1998］は、米国のラ米への直

接投資については両地域間の貿易を減少させるとの結果を同時に示しており、直接

投資が貿易を拡大させるという結果は、地域の違いを超えて当てはまる結論ではな

い。

こうした地域間の違いの背景には、直接投資の目的の違いやそれに伴う貿易構造

の違いがあると考えられる。例えば、Brainard［1997］は、消費地での生産を企図

した水平的な直接投資の貿易に与える影響について、先進国・新興市場国27ヵ国に

おける米国企業の海外子会社の売上げが、水平的な直接投資によって減少している

との実証結果を示している。他方、Head and Ries［2001］は、低賃金を利用して生

産コストの削減を企図した垂直的な直接投資について、日本の製造業932社の25年

間のデータを用いて垂直的な直接投資が輸出に与える効果を推計し、垂直的な直接

投資によって部品輸出を中心に貿易が拡大すると結論付けている。

実際、わが国の直接投資についても、企業や産業によってその目的やそれに伴う

貿易構造は異なっているため、直接投資と貿易量の関係は産業ごとに異なっている

可能性がある。しかしながら、筆者の知る限り、これまで行われてきた実証研究は、

ごく一部の例外を除き、一国全体の直接投資と貿易との関係を検証したものであり、

わが国直接投資が日本・東アジア間の貿易を拡大させるメカニズムは十分に解明さ

れているとはいいがたい4。このメカニズムを解明するためには、産業ごとの直接

投資の貿易に与える影響を分析する必要があるほか、産業ごとの貿易構造の違いを

正確に把握する必要がある。
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4 例外的な研究としては、Fukao and Okubo［2003］がある。彼らは、電気機械、精密機械、一般機械、輸送
用機械のそれぞれにおける日本・東アジア間での貿易について、国境をまたいだ企業ネットワークの存在
が貿易に与える影響を、グラビティ方程式を使って計測し、企業ネットワークの強まりが日本・東アジア
間での貿易を増加させるという貿易拡大のメカニズムを実証的に示している。なお、Lipsey and Ramstetter

［2001］は、わが国企業の海外子会社の規模（雇用者数）とわが国からの輸出との関係を分析し、わが国
企業の海外子会社の雇用者数とわが国の輸出は正の関係にあることを示している。



（2）東アジアの貿易構造に関する先行研究

イ．貿易構造に関する概念整理

貿易構造は、大別すると産業間貿易と産業内貿易に分けられる。さらに産業内貿

易は①垂直分業と②水平分業、③生産工程が従来の垂直分業よりも分散するととも

に、産業間貿易や水平分業の要素も加わったフラグメンテーション（Jones and

Kierzkowski［1990］）の3つに分けることができる。

（イ）産業間貿易

ある産業の立地が国ごとに固定されている場合には、産業内で国境を越えた分業

は存在しない。このとき、ある産業の財の貿易は比較優位のある国から比較劣位の

国への輸出という一方向だけで生じる。こうした貿易を一方向貿易（one way trade）

あるいは産業間貿易という。

（ロ）産業内貿易

現実には、多くの産業において、同じ産業の財が複数の国で生産され、同一産業

に属する財の貿易が双方向で行われている。こうした財の中には、部品等の中間財

と最終製品があり、部品を外国に輸出し、最終製品を組み立てるといった形の国際

的な分業や、差別化された最終製品を相互に輸出するといった形の貿易が行われて

いる。こうした2方向で生じる貿易は産業内貿易、あるいは双方向貿易と呼ばれて

いる。

産業内貿易には、大きく分けて垂直分業と水平分業、前者に産業間・水平分業的

な要因も一部加わったフラグメンテーションなどがある。Aizenman and Marion

［2004］は、垂直分業を多国籍企業が最も低コストで生産できる国に生産工程を分

散すること、水平分業を多国籍企業が複数の国で同一の財やサービスを生産するこ

とと定義している。垂直分業では、部品の生産工程を受け持っている国が最終生産

工程を受け持っている国に部品を輸出し、最終生産工程を受け持っている国から他

の国に最終製品が輸出されるという貿易が発生する（ただし、最終生産工程を受け

持っている国の生産が全てその国の需要に向けられる場合は、当該国からの最終財

の輸出は発生しない）。一方、水平分業では、それぞれ差別化された部品・最終財

が多数の国の間で相互に供給されることになる5。

垂直分業では、多くの生産工程を国際的に分散すればするほど、生産工程間をリ

ンクするための輸送コスト、通信コスト等のサービス・コストが増加するため、こ

れまで生産工程の分散は最終生産工程等の一部にとどまっていた。しかし、近年の

情報通信技術革新によって、通信コスト等が劇的に低下し、従来に比べ、世界的に

分散化されている生産工程が増加している。
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5 差別化された財が存在する場合に産業内貿易が生じることを示した貿易モデルについては、Helpman

［1981］等を参照されたい。



こうして分散化された生産工程で製造される部品のうち、特に汎用性の高い部品

では、特定の最終財の部品としてだけではなく、同一カテゴリーの他の差別化され

た最終財や、他のカテゴリーに属する財の部品としても利用されている6。このよ

うに、垂直分業が一層進展し、産業間・水平分業的な要因も加わった世界的な生産

工程の分散化をフラグメンテーションと呼ぶ7。フラグメンテーションでは、部品

を供給する国、供給される部品が垂直分業・水平分業よりも飛躍的に増加すること

になる。

ロ．貿易構造に関する先行研究

東アジアにおける産業別の貿易構造については、これまでいくつかの研究が行わ

れている。これらの研究では、産業別の貿易形態は大きく異なっており、その中で

も、特に情報関連財の分野では、わが国から東アジアへの直接投資によって生産工

程が分散化し、部品供給面での相互依存関係が深まっていることが示されている。

例えば、神津ほか［2002］は、日本・東アジア間での品目別の輸出入額の動きや

貿易特化係数8を使って、1990年代におけるわが国と東アジア間での輸出入構造の

変化を産業別に分析している。その結果、①情報関連財では、東アジアへの生産工

程の分散の結果、従来のわが国の輸出特化から、わが国と東アジアは半導体等の電

子部品を相互に輸出入し、完成品を輸入するといった形態に変化していること9、

②繊維・家電では、東アジアとの分業が進められ、わが国の輸入特化に転化してい

ること、③自動車関連では、現地需要の強い車種については全生産工程を東アジア

に移転する形で現地生産が行われていることを示している。

次に、Fukao, Ishido and Ito［2003］は、1996年から2000年にかけてわが国を含む

東アジア域内での産業別貿易構造を分析している。彼らは、貿易構造を産業間貿

易・垂直分業・水平分業の3つに分類し、各産業でどの程度輸出と輸入が乖離して

いるのか（輸出額と輸入額が大きく乖離している場合は産業間貿易、そうでない場

合は垂直分業・水平分業）、また、各産業で交易条件がどのように分布しているの
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6 こうした例としては、例えば、部品の多くが規格化された汎用品であるコンピュータが挙げられる。
7 論者によって、フラグメンテーションの定義はまちまちである。例えば、Feenstra［1998］は、フラグメン
テーションという言葉は使っていないものの、現在の貿易の特徴として「生産工程の分散（disintegration

of production）」を挙げている。Deardorff［2001］は、Feenstra［1998］を踏襲し、フラグメンテーションを
「同じ最終製品の生産工程を2つまたはそれ以上に、異なる立地に分割すること」と定義している。一方、
Jones and Kierzkowski［2003］は、同一財の生産工程の世界的な分散だけでなく、その水平分業的・産業間
貿易的要素も強調している。本稿のフラグメンテーションの定義は、Jones and Kierzkowski［2003］を踏襲
している。
8 貿易特化係数は、（実質輸入−実質輸出）／（実質輸入+実質輸出）によって定義される。
9 なお、磯貝・森下・ルッファー［2002］は、特に情報関連財について、東アジア各国の顕示優位指数（あ
る財の一国の総輸出に占める比率と、世界の総輸出に占める世界の当該財の輸出比率の比較であり、当該
国がその財の輸出に関し、世界との対比でどの程度の優位を持っているのかを示す指標）を使って、東ア
ジアの多くの国は情報関連財の比較優位が上昇し、同時に域内における水平分業の進展により産業内貿易
が拡大したと結論付けている。



か（垂直分業では労働集約的な生産工程が海外に移転されるため、輸出単価と輸入

単価の乖離が比較的大きい場合は垂直分業であり10、そうでない場合は水平分業）

という観点から、産業ごとに貿易構造の変化を考察している。その結果、特に電気

機械と一般・精密機械で垂直分業が進展していると結論付けている（図1）。さらに、

電気機械産業についてわが国の東アジア向け直接投資が、わが国と東アジア間での

垂直分業進展に寄与しているかどうかについてもあわせて検討し、直接投資が垂直

分業の拡大に寄与していることを確認している11、12。
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10  例えばわが国企業が労働集約的な生産工程を東アジアに移転した場合、わが国では輸出単価／輸入単価
比率は高くなる一方、東アジアでは同比率は低くなる。

11  具体的には、電気機械における垂直貿易の度合いを、電気機械の直接投資、1人当たりGDP格差（所得格
差が大きければ大きいほど、資本蓄積の度合いも異なるため、垂直分業が行われやすい）、日本と東アジ
ア各国の距離、東アジア各国における電気機械産業の規模で回帰している。

12  Lipsey［1999］は、日本企業・米国企業の東アジア現地法人による輸出や総売上高について、東アジアの
総輸出に対する比率を産業別に計算した。そして、これらの比率が電気機械産業で特に高まったことか
ら、日本・米国企業の東アジア向け直接投資が東アジアの輸出拡大に寄与したと主張している。

電気機械�

一般・精密機械�

陶器類�

化学製品�

金属製品�
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軽工業品�
農産業�
木材・紙�
輸送用機械�
食料・飲料�
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その他�

衣類・繊維品�

HIIT

備考：OWTは一方向貿易、HIITは水平産業内貿易、VIITは垂直産業内貿易を意味している。�
資料：Fukao, Ishido and Ito [2003]

VIIT

図1 東アジア域内における産業ごとの貿易構造の変化



ただし、これらの研究は、現実の貿易フローとそれに基づいた貿易特化指数等の

みを使った分析から貿易構造の変化を考察しており、貿易構造の産業間での違いを

より正確に解明するには、最終製品や部品の差別化度合い等まで含めた厳密な分析

が必要と考えられる。

これまでのこの分野での先行研究では、産業ごとや個別財まで踏み込んだ厳密な

貿易構造の分析が十分行われてきたとはいいがたい。特に、近年急速に拡大してい

る東アジア域内での貿易に関して、わが国の直接投資の影響を貿易構造と関連付け

た産業ごとないし個別財の分析はほとんど行われていない13。このため、本稿では、

日本・東アジア間だけでなく東アジア域内での貿易について、グラビティ方程式に

基づき、国別・品目別データを用いて産業別の直接投資が貿易に与える効果と貿易

構造の変化の両者を分析する。

以下では、グラビティ方程式の概要を説明したうえで、本稿の採用する分析で用

いる枠組みとデータを詳しく説明する。

（1）グラビティ方程式

グラビティ方程式とは、本来は古典物理学で引力は距離の2乗に反比例するとの

法則を示すものである。2ヵ国間の貿易は両国間の距離に反比例すると考えられて

おり、貿易論ではこうした関係を示す式を物理学にちなんでグラビティ方程式と呼

んでいる。グラビティ方程式はもともとこうした仮説に基づいたものであるが、実

証的説明力が高いことに加え、近年そのミクロ理論的基礎付けが可能になってきた

ことから、最近では多くの研究者が利用する分析の枠組みとなっている（Frankel

［1998］）14。

グラビティ方程式では、2ヵ国間の貿易フローは、両国のGDPに比例し、両国間

の距離に反比例すると想定されている。貿易フローに影響を与える他の要因として

は、人口（または1人当たり所得）要因、文化的・地理的要因（共通言語の有無、

国境の近接性等）がある。また、分析の目的に応じて、他の説明変数を用いること

もある。なお、2ヵ国間での貿易フローとしては、輸出あるいは輸入を個々に用い

る場合と、輸出と輸入の合計である貿易額を使用する場合がある。
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13  なお、わが国の東アジア向け直接投資が東アジアの第三国との貿易に与える影響については、主として
東アジア・米国間での貿易に焦点が当てられているものが多い。例えば、Goldberg and Klein［1998］や
Nakamura and Ohyama［1998］は、わが国の東アジア向け直接投資は米国・東アジア間の貿易を拡大させ
るとの実証結果を示している。

14  グラビティ方程式のミクロ的基礎については補論2を参照されたい。

３．分析の枠組みとデータ・セットの説明



まず、輸出を被説明変数として用いる場合の基本的なグラビティ方程式は以下の

ように表すことができる。

ここで下添えのiと j は国を表し、EXijは i国から j 国への輸出、YはGDP、phYは1

人当たりGDP、Dstijは i国と j国の距離、Langは共通言語の有無を表すダミー変数、

Cntgは国境の近接性（陸続きか否か）を表すダミー変数である。なお、輸入国だけ

でなく輸出国のGDPが説明変数となっているのは、輸出国の生産が輸出に影響を及

ぼすためである。また、1人当たりGDPが説明変数に加えられているのは、貿易フ

ローは一国の所得水準にも影響を受けると考えられるためである。

なお、（1）式のパラメータの意味は以下のとおりである。まず、輸出国と輸入国

の経済成長が輸出に与える影響は b11、b12ではなく、b11+b21、b12+b22で捉えられ

る15。このため、b11+b21 =1であれば、輸出国のGDP成長率と輸出の増加率が等し

くなり、b11+b21 >1であれば、GDP成長率以上に輸出が拡大することを意味する

（b12+b22にも同様の議論が当てはまる）。1人当たり所得と輸出の関係を表すb21、

b22を単独で捉えることも有益であり、b21やb22が1より高ければ高いほど、所得の

増加に比べ輸出が増加することを意味している。また、距離の輸出に与える影響を

示すgはマイナスの符号を取る16。

次に、貿易額を被説明変数として用いる場合の基本的なグラビティ方程式は、以

下の（2）式で表される。

ここで、Tijは i国と j国の貿易額を表すほか、他の変数は（1）式と同じである。

（1）式では経済規模（Y）と所得水準（phY）にかかるパラメータは輸出国と輸入

国で異なると想定されているのに対して、（2）式では、両国のパラメータは同じと

仮定されている。これは、輸出を説明変数としたグラビティ方程式を推計した多く

の実証分析では、輸出国と輸入国のパラメータは大きく異なっておらず、パラメー

タが異なるとの仮説は棄却されることが示されており、推計を簡単にするために、

両国の経済規模や所得水準にかかるパラメータは同じとの仮定を採用しているため

である（Frankel［1998］）。このため、（2）式では、i国と j国の経済成長が貿易に与

える影響は同じになり、その影響はb1+b2で示される。
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15  これは、b11ln (Yi ) +b21ln ( phYi ) = (b11+b21) ln (Yi ) − b21ln (Li )となることから、容易に確かめられる。な
お、Lは人口を表す。

16  後述のように、g は距離の影響だけでなく、財の代替の弾力性の影響も表す。

lnEXij = b0 +b11ln(Yi ) +b12ln(Yj) +b21ln( phYi ) +b22ln( phYj)

+ g lnDstij +f1Langij +f2Cntgij +e ij . （1）

ln Tij = b0 +b1ln(Yi Yj) +b2ln( phYi phYj) +g lnDstij

+f1Langij +f2Cntgij +e ij . （2）



グラビティ方程式として、（1）式と（2）式のどちらを用いるかは、分析の目的に

よって異なる。例えば、直接投資が直接投資の仕出し国と受入れ国の間の輸出入そ

れぞれにどのような影響を及ぼすのかを分析した研究では（Goldberg and Klein

［1998］、Wei and Frankel［1997］等）、輸出と輸入に関してそれぞれ別のグラビティ

方程式が計測されている。一方、共通通貨の導入や経済ブロックの形成が、共通通

貨導入国や経済ブロック内での貿易に与える影響の分析（Glick and Rose［2002］、

Wei and Frankel［1997］等）や、差別化財・均質財といった財の性質によって貿易

構造がどのように異なるのかを分析した研究（Rauch［1999］）等、貿易総額や貿易

全体の構造の解明に焦点を当てた分析では、貿易額を被説明変数としたグラビティ

方程式を利用している。

（2）定式化とパラメータの意味

イ．定式化

前述のとおり、幾つかの先行研究では、わが国の東アジア向け直接投資を契機に、

わが国と東アジアとの間および東アジア域内で部品等の相互供給といった分業体制

が深化し、双方向での産業内貿易が拡大していることが示されている。本稿は、わ

が国の東アジア向け直接投資がわが国を含む東アジア域内における産業別・品目別

の貿易額および貿易構造の変化に与える影響をより詳しく分析することを目的とし

ている。このため、本稿では、域内での貿易額を被説明変数としたグラビティ方程

式を用いる。

具体的には、（2）式にわが国から東アジア向け直接投資を説明変数に加えた（3）

式を利用して産業別のグラビティ方程式を推計する17、18。

i =｛東アジアの国・地域｝、j =｛東アジアの国・地域あるいは日本｝、
I =1 if j =“日本”、I = 0 if j ≠“日本”

ここで、下添えのkは産業を表し、JFDIiは日本からi国への直接投資を表す。（3）

式では、日本と東アジアのある国・地域との貿易の場合には、わが国から当該国へ
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17  産業別のデータを用いてグラビティ方程式を推計した先行研究としては、Bergstrand［1989］がある。
Bergstrand［1989］は、先進16ヵ国の機械類、食料、化学といった産業（SITC1桁分類）別の輸出入につ
いてグラビティ方程式を推計し、産業間での貿易の違いは各産業の資本・労働比率の違いによって説明
できると主張している。

18  本来であれば、産業別にグラビティ方程式を推計する場合には、説明変数としてGDPではなく産業別の
生産を用いるべきであるが、データ制約のため、GDPデータを用いる。

ln Tij,k = b0 ,k+b1,k ln(Yi Yj) +b2,k ln( phYi phYj) +g k lnDstij

+ Ih1,k ln JFDIi,k + (1− I )h2,k ln (JFDIi,k +JFDIj,k) （3）

+f1,k Langij +f2,k Cntgij +e ij,k .



の直接投資が説明変数となるのに対して、東アジアの国・地域の2ヵ国間での貿易

の場合には、わが国から両国への直接投資が説明変数となっている19、20。

先行研究では、直接投資のデータとして、ストックとフローのいずれのデータも

使用されている。貿易理論では、生産要素移動と貿易量の関係が理論的に考察されて

おり、こうした関係を実証分析する際には、国際的な生産要素移動であるフロー・

データが使用されている（こうした研究としては、Goldberg and Klein［1998］等）。

一方、生産活動に用いられるのは資本ストックであることに注目し、直接投資のス

トック・データを使用した研究もある（例えば、Wei and Frankel［1997］等）。た

だし、フロー・データ、ストック・データともそれぞれに問題がある。まず、直接

投資のフローを用いる場合には、過去の直接投資が生産に及ぼす効果を考慮できな

い。そのほかにも、ストック・データについては、除却率や各年ごとのデフレータ

の変化を考慮した各国別・地域別のデータは存在していないという難点がある21。

本稿では、国際的な資本移動と貿易の関係の分析を1つの目的としているため、

基本的には直接投資のフロー・データを用いて（3）式を推計する22。直接投資の計

数としては、1年前と2年前の計数の合計値を利用する23。当期の直接投資を説明変

数に加えない理由は、直接投資が行われれば、現地での生産ライン等の建設のため

に一般機械等の資本財産業の輸出に即座につながるが、ある産業の直接投資が当該

産業の貿易に影響を及ぼすのは、直接投資が生産能力化してからであり、ある程度

のラグを持って影響が出ると考えられるためである24。
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19  GDPや1人当たりGDPが積の形で推計式に導入されているのに対して、わが国の東アジア向け直接投資は
和の形で導入されている。直接投資を積の形で導入することは、事前に日本の i国向け直接投資と j国向
け直接投資が、i国と j国間の貿易を同じだけ変化させるという制約をかけることを意味する。東アジア
諸国の産業構造の相違を勘案すれば、こうした制約は妥当でないと考えられるため、本稿では積の形で
はなく、積に比べればより制約が緩やかな和の形で直接投資を推計式に導入している。
なお、輸出入を別々に推計する場合には、日本の i国向け直接投資と j国向け直接投資を別々に説明変

数として使用すべきであるが、本稿では被説明変数として貿易額を使用しているため、日本の i国向け直
接投資と j国向け直接投資の和を説明変数として使用している。

20  本来であれば、東アジア域内各国間での直接投資を東アジア域内の貿易の説明変数に加えるべきである
が、本稿で分析の対象としている東アジア9ヵ国の全てをカバーする産業別の直接投資のデータがないた
め、本稿ではわが国からの東アジア向け直接投資のみを説明変数として利用する。
なお、米国の東アジア向け直接投資を東アジア域内貿易の説明変数に加え、わが国と米国の東アジア

向け直接投資の東アジア域内貿易の誘発効果を比較することは有益である。こうした分析は今後の課題
としたい。

21  国別・業種別直接投資が利用可能な財務省統計でも、利用可能なのは過去に行われた直接投資の（1951
年からの）各年の累計額のみである。なお、Fukao, Ishido and Ito［2003］は、設備投資のストックの代理
変数として、外国における日系企業の活動規模（現地子会社の売上高と国内の産出高の比率）を使用し
ている。

22  ただし、フロー・データを使った推計結果の頑健性チェックのために、フローを累計したストックのデータ
を用いた推計もあわせて行う（詳しくは脚注46を参照）。

23  このように直接投資の過去の実績値を説明変数として利用しているため、直接投資と貿易の内生性の問
題を緩和することができる。

24  このため、本稿のフレームワークに基づき、産業別データを使って直接投資の貿易に与える影響を推計
した場合には、マクロ・ベースでの直接投資が貿易に与える影響よりも小さくなると考えられる。



ロ．パラメータの意味

本稿では、推計された（3）式のパラメータから、直接投資が日本・東アジア間と

東アジア域内の貿易に与える影響と、その貿易構造の変化との関連を考察する。こ

のため、推計された（3）式のパラメータからどのような情報が得られるかを予め整

理しておく。

まず、わが国の直接投資が日本・東アジア間の貿易に与える影響はh
1,k、東アジ

ア域内の貿易に与える影響はh
2,kによって表され、直接投資によって貿易が増加す

る場合にはこれらのパラメータは正となり、逆に減少する場合には負の値を取る。

次に、b2 ,kとgkは貿易構造と密接に関係しているパラメータであり、時間の経過

に伴うパラメータの値の変化をみることによって、貿易構造の変化を捉えることが

できる。すなわち、b2 ,kは貿易相手国同士の所得レベル（経済発展度合い）と貿易

量との関係を表す。高所得国ほど貿易量が多いことが知られているため、高所得国

のデータを使うとb2 ,kの値は高くなり、低所得のデータを使うとb2 ,kは低くなる
25。

このため、複数国のデータを用いて1つのb2 ,kを推計し、その結果b2 ,kが時間ととも

に低下していれば、より低所得国が貿易に取り込まれ、逆にb2 ,kが上昇していれば、

より高所得国に貿易が集中していることを示している。

また、gkは輸送コストや通信コストなど距離が貿易に与える影響を左右するコス

ト要因と、k産業の範疇に入る差別化された財の代替の弾力性の2つを表している

（Hummels［1999］、Hillberry［2002］）26。輸送コストや通信コストの低下は、距離

の意味を希薄化させるため、gkを上昇（マイナス幅を縮小）させる。また、当該産

業の生産・輸出に多くの企業が参入し、競合している財の代替の弾力性が高まれば、

gkが低下（マイナス幅が拡大）する。輸送コストや通信コストは時間の経過ととも

に低下しgkを上昇させる方向に作用していると考えられることから
27、gkが時間と

ともに低下（マイナス幅が拡大）していれば、代替の弾力性が高まっていることを

意味し、当該産業で双方向貿易（産業内貿易）が増大していることを表しているこ

とになる。他方、gkが上昇（マイナス幅が縮小）していれば、当該産業で一方向貿

易（産業間貿易）が行われている可能性があることを示している28。

したがって、b2 ,kとgkの変化を組み合わせることにより、当該産業における貿易

構造を、双方向貿易（産業内貿易）か一方向貿易（産業間貿易）かという貿易形態

と貿易相手国の変化という2つの面から、以下の4つのパターンに分類することがで
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25  Frankel［1998］は、高所得国の貿易が増加する背景として、①所得が増加すればするほど、贅沢品の貿
易が拡大すること、②高所得国は多様な新製品の開発が可能なため輸出が増加しやすいこと、③高所得
国の港湾インフラ等の整備を反映していること、④所得向上につれて貿易自由化が進展することを挙げ
ている。

26  この点について、詳しくは補論2を参照されたい。
27  ただし、Hummels［1999］は世界における1980～93年の航空貨物運賃の変化を分析し、アジア地域の輸
送コストは年率0.3%下落しているに過ぎないとの結果を紹介している。

28  もちろん、輸送コストや通信コストの低下に伴うgkの上昇度合いと財の代替の弾力性の変化に伴うgkの
変化の大きさによっては、gkが上昇していても、財の代替の弾力性が上昇し、双方向貿易が行われてい
るケースも生じ得る。



きる。

① b2 ,kの低下・gkの低下：低所得国との貿易の拡大と双方向貿易の拡大

② b2 ,kの上昇・gkの低下：高所得国との貿易の拡大と双方向貿易の拡大

③ b2 ,kの低下・gkの上昇：低所得国との貿易の拡大と一方向貿易の拡大の可能性

④ b2 ,kの上昇・gkの上昇：高所得国との貿易の拡大と一方向貿易の拡大の可能性

このため、（3）式を推計すれば、直接投資が貿易に与える影響と貿易構造の変化

の両方を分析することができる。

（3）推計手法

本稿では、（3）式を推計するに当たって、産業別データを使い、全ての変数を実

質化したうえで、1980年代と1990年代に分けてプールしたデータを用いて最小二乗

法（OLS）で計測し、1980年代と1990年代のパラメータを比較する（以下、プール

ドOLS）。ただし、この推計手法ではパラメータの時間的な変化を十分捉えること

はできないため、暦年ベースのクロスセクション・データ（名目値）を用いて各年

ごとにパラメータを推計し、パラメータの時系列的な動きを考察することもあわせ

て行う（以下、クロスセクション分析）29。

なお、産業ごとのデータを利用して計測した場合には、貿易構造を表すb2 ,kとgk

は明瞭な結果が得られない可能性がある。例えば、同じ産業であっても、多くの

国・地域が部品等の供給を行う一方で、最終財の組立ては1つの国・地域に統合す

るような動きがある場合には、産業ごとのデータを用いて推計した gkは、部品と

最終財の異なる代替の弾力性の相反する変化の両者に影響を受ける。このため、産

業別のデータだけでなく、いくつかの産業については、同一の産業内での貿易を財

別に分けて、（3）式を推計する。

（4）分析に利用するデータ

本稿の分析で利用したデータは以下のとおりである。まず、貿易データは、

Feenstra［2000］の1980年から1997年までのSITC基準の4桁に分類された国別・産

業別・財別のデータを利用した30。なお、個別財に関する推計で使用する電気機械、
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29  世界的な財取引に関する単一の物価指標が存在しないため、実質データを用いたグラビティ方程式の推
計には、常に名目貿易額をデフレートする物価指標選択の問題が存在する。こうした問題のため、例え
ば、Glick and Rose［2002］は、米国以外の国の間での貿易についても、米国のCPIを物価指標として採用
し、実質化を行っている。本稿でも、日本の輸出入物価で、全ての国の名目貿易額をデフレートしてい
る。詳しくは、本節（4）を参照されたい。

30 Feenstra［2000］の貿易統計は、国連が作成した貿易統計やその他の現地統計（台湾等）を基にカナダ統
計庁（Statistics Canada）が再集計した貿易データをフェーンストラ自身がさらに財別に整理したものであ
る。財の分類にはSITC Rev. 2が用いられ、多くの財はSITCの4桁レベルの品目ごとに区分されているが、
一部の財については、データのアベイラビリティの制約からSITCの3桁レベルで分類されているものもあ
る。なお、Feenstra［2000］には1980年から1997年までのデータが収録されている。



繊維、輸送用機械の中間財と最終財（電気機械：情報関連財・情報関連財と家電製

品の両方に利用される汎用中間財・家電製品、繊維：衣服・中間財、輸送用機械：

自動車・中間財）は、筆者がこれらのデータを集計して作成した（詳しい対照表は

表1を参照）。次に、1人当たり名目GDPは、Penn World Table 6に掲載されている購

買力平価調整済みの1人当たり名目GDPのデータを利用している31、32。名目GDPは

この1人当たり名目GDPに人口を掛けたものを利用している。また、1人当たり実質

GDPと実質GDPも同様にPenn World Table 6のデータを利用した。2ヵ国間の距離は、

各国首都（中国のみ上海を使用）の緯度・経度から算出した大圏距離を用いている。
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品目コード 　　　　名称 　　　　　品目の特性 　　　　　備考（含まれる商品など）�
 6973 調理器具 その他 レンジ含む�
 716A モーター・発電機 その他（モーター・コンデンサ含む） 部品含む�
 7243 ミシン その他（家電・同部品）�
 7511 タイプライタ その他�
 7512 計算機 情報関連財 金銭出納機も含む�
 752A PC関連 情報関連財 PC<7522>、CPU<7523>、メモリ<7524>、�
    周辺機器<7525>、HDD<7528>�
 7591 計算機部品 情報関連財 含むPC関連部品（7511-2、752Aの部品）�
 761A テレビ 最終製品（家電）�
 762A 無線通信機器 情報関連財 カーラジオ、携帯電話など�
 7641 有線通信機器 情報関連財 電話、fax、電話交換機など�
 7642 スピーカー・マイク 汎用中間財 マイク、スピーカー、ヘッドホン、アンプ�
 7649 テレビ・通信機器部品 汎用中間財 無線通信機器<762A>、有線通信機器<7641>�
    部品に加え、テレビ<761A>の部品も含む�
 771A 変圧器 汎用中間財 含む変換器、整流器�
 772A スイッチなど 汎用中間財 含むヒューズ、プリント基板�
 7742 X線関連機器 その他�
 7751 洗濯機 最終製品（家電）�
 7752 冷蔵庫 最終製品（家電）�
 7754 ひげ剃り等・同部品 その他（家電・同部品）�
 7757 その他家電・同部品 その他（家電・同部品） 掃除機<7757-1>など�
 7758 電熱器・同部品 その他（家電・同部品）�
 776A 半導体・液晶関連 情報関連財 CRT<7761>、電子管<7762>、半導体<7763>、�
    集積回路<7764>、液晶<7768>�
 7781 蓄電池 汎用中間財�
 7782 電子管 汎用中間財 蛍光管、放電管、赤外線／紫外線ランプ�
 7788 その他電気機械 その他（モーター・コンデンサ含む） コンデンサ<7788-4>を含む。他、電磁石、信号�
    機、警報機、粒子加速器、カーボンブラシなど�
 8124 照明器具 その他 乾電池含む�
 8983 レコード・CD その他�
�

電
気
機
械�

表1 電気機械・繊維・輸送用機械の財の特性と集計

31  ドル換算の1人当たり名目GDPではなく、購買力平価ベースの1人当たり名目GDPを利用したのは、前者
の場合、途上国の1人当たり名目GDPが過小評価され、1人当たり名目GDPの豊かさを表す指標としての
有用性が損なわれるためである。

32  このデータ・セットは、ペンシルバニア大国際比較センターのホームページ（http://pwt.econ.upenn.edu）
で提供されている。同センターでは、国内総支出を約150の部門に分割したうえで、世界各国の各部門の
価格データから、ギアリー＝カーミス・メソッド（Geary-Khamis method）を用いて国際比較可能な各年
の価格を算出し、同価格ベースでのGDPを算出している。詳しい推計手法については、Summers and

Heston［1991］を参照されたい。
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品目コード 　　　　名称 　　　　　品目の特性 　　　　　備考（含まれる商品など）�
 2686 中古羊毛 その他（衣服以外）�
 2690 中古布 その他（衣服以外）�
 6512 ウール糸 中間財�
 6514 綿糸 中間財�
 6517 化学繊維糸 中間財�
 6519 その他糸 中間財�
 6521 未加工綿布 中間財�
 6522 加工済み綿布 中間財�
 6531 化学繊維布 中間財�
 6539 カーペット用布 中間財�
 6542 ウール布 中間財�
 6549 その他ウール布 中間財�
 655A ニット布 中間財�
 6560 リボン・レースなど 中間財�
 6571 フェルト 中間財�
 6573 防水加工済布 中間財�
 6575 ロープなど その他（衣服以外）�
 6577 工業用繊維 その他（衣服以外）�
 6581 麻袋 その他（衣服以外）�
 6583 毛布 その他（衣服以外）�
 6584 シーツ その他（衣服以外）�
 6589 その他布製品 その他（衣服以外） テント<6582>など�
 6592 カーペット その他（衣服以外）�
 8421 男性用コート 最終製品（衣服）�
 8422 男性用スーツ 最終製品（衣服）�
 8423 ズボン 最終製品（衣服）�
 8429 その他紳士服 最終製品（衣服）�
 8431 女性用コート 最終製品（衣服）�
 8432 女性用スーツ 最終製品（衣服）�
 8433 女性用ドレス 最終製品（衣服）�
 8434 女性用スカート 最終製品（衣服）�
 8441 男性用シャツ 最終製品（衣服）�
 8442 下着 最終製品（衣服）�
 8451 ジャージ 最終製品（衣服）�
 8452 ニットシャツなど 最終製品（衣服）�
 8459 その他上着 最終製品（衣服）�
 8461 ニット下着 最終製品（衣服）�
 8465 コルセットなど その他（衣服以外）�
 8471 その他綿製品 その他（衣服以外）�
 8472 その他ニット製品 その他（衣服以外）�
 8481 革製品 その他（衣服以外）�
 8483 毛皮製品 その他（衣服以外）�
 8484 帽子 その他（衣服以外）�
 7133 船舶向けエンジン その他（自動車以外）�
 7139 エンジン部品 中間財 自動車エンジン含む�
 7783 エンジンプラグ 中間財�
 7810 乗用車 最終製品（自動車）�
 7821 トラック 最終製品（自動車）�
 7822 クレーン車など 最終製品（自動車）�
 7831 バス 最終製品（自動車）�
 7849 自動車部品 中間財 シャーシ、ボディなど�
 7852 自転車 その他（自動車以外）�
 786A トレーラー・同部品 その他（自動車以外） 自走式でないもの�
 791A 列車・同部品 その他（自動車以外）�
 792A 飛行機・同部品 その他（自動車以外）�
 793A 船舶・同部品 その他（自動車以外）�

繊
維
関
連�

輸
送
用
機
械�

備考：太字・シャドーは分析に利用するため、筆者が集計に使用した品目。�

表1 （続き）



共通言語ダミーは2ヵ国間で公用語（中国語、英語等）が共通している場合に1、そ

うでない場合に0とし、近接性ダミーは国境が陸続きか橋によって結ばれている場

合を1、それ以外を0として使用している。直接投資は、財務省『財政金融統計月報』

に掲載されているわが国の国別・業種別直接投資を利用している。

貿易額と直接投資の実質化に用いた物価指数は、わが国の輸出物価と輸入物価で

ある。具体的には、産業別の貿易および直接投資は、各産業別輸出物価・輸入物価

の平均を用いて実質化した。また、個別財の貿易データは、各財（情報関連財、汎

用中間財、衣類等）と整合的に対応する品目を輸出物価・輸入物価から抽出したう

えで算出した33。

本節では、3節で説明した推計式、推計手法、データ・セットを使って（3）式を

推計して計測されたパラメータ値の変化を通じて、直接投資が貿易に与える影響や

貿易構造の変化を考察する。

以下では、プールドOLSの計測結果とクロスセクション分析の結果をそれぞれ提

示する。なお、それぞれの推計に際しては、産業別の推計結果に加え、特に直接投

資の貿易に与える影響が大きく異なっている産業（電気機械、繊維、輸送用機械）

について、厳密に貿易構造の変化を考察するため、中間財・最終財別に推計した結

果もあわせて示す34。

（1）産業別データを使った推計結果

イ．プールドOLS

（イ）直接投資が貿易に与える影響

表2は、産業別のデータを使って（3）式を推計した結果を示している。まず、

直接投資が貿易に与える影響（h1, kとh2, k）をみると、電気機械では、直接投資の

効果は1980年代にはゼロと有意に異ならなかったものの、1990年代については、
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33  輸出物価、輸入物価は、5年ごとの基準改定により類別・品目数は異なるが、輸出・輸入それぞれ7～8類
別200品目程度が存在する（平成7年基準輸出物価では8類別209品目、輸入物価では8類別247品目）。産業
別では、輸出物価・輸入物価双方で、貿易・直接投資の産業分類と対応させるため、それぞれの産業に
ついて、両者の平均を用いた。他方、財別では全ての品目では輸出・輸入双方の物価を利用することは
できないため、衣類については輸入物価、それ以外の財については輸出物価で表 1に対応する品目を抽出
し、基準年におけるわが国の輸出額・輸入額から算出された輸出物価・輸入物価のウエイトを用いて加
重平均した。

34  なお、プールドOLSとクロスセクション分析の両方の推計に当たっては、各2ヵ国の組合せ（i, j ）ごとに
誤差項e

ijの分散が不均一となる可能性を考慮し、Glick and Rose［2002］と同様に、White［1980］が提唱
した不均一分散下で一致性を持つ標準誤差（White’s heteroskedasticity-consistent standard error）を推計する
ことで、分散不均一性の調整を行っている。

４．計測結果



日本・東アジア間、東アジア域内の貿易双方に対して比較的大きなプラス効果を

持っているとの結果が得られている35。一般・精密機械については、1980年代、

1990年代を通じて直接投資が東アジア域内の貿易を増加させたという効果は検出

されなかったが、日本・東アジア間の貿易に対しては、特に1990年代入り後プラ

ス効果がみられている。次に繊維では、1990年代には日本・東アジア間、東アジア

177

わが国直接投資と日本・東アジアの貿易構造の変化

35  日本・東アジア間、東アジア域内の貿易に直接投資が与える効果が、1980年代と1990年代で異なること
は、F検定からも確認できた。

 電気機械  一般・精密機械 繊維 輸送用機械 化学  金属・同製品�

 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97�

 0.512 0.433 0.645 0.513 0.887 0.617 0.531 0.577 0.674 0.597 0.678 0.692�

 （0.14） （0.06） （0.11） （0.08） （0.12） （0.08） （0.14） （0.10） （0.07） （0.05） （0.09） （0.06）�

 <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00>�

 1.900 1.719 1.393 1.164 1.545 1.071 1.459 0.959 0.942 0.879 1.126 0.983�

 （0.19） （0.10） （0.15） （0.12） （0.14） （0.12） （0.20） （0.15） （0.10） （0.06） （0.12） （0.07）�

 <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00>�

 −0.009 0.421 0.078 0.244 −0.014 0.149 0.016 0.021 0.119 0.067 0.022 0.004�

 （0.07） （0.08） （0.05） （0.11） （0.05） （0.05） （0.07） （0.03） （0.05） （0.05） （0.06） （0.07）�

 <0.90> <0.00> <0.15> <0.04> <0.79> <0.00> <0.82> <0.53> <0.01> <0.22> <0.72> <0.96>�

 0.047 0.420 0.051 0.180 0.199 0.219 −0.093 −0.083 0.145 0.103 0.011 0.027�

 （0.05） （0.07） （0.05） （0.10） （0.06） （0.04） （0.06） （0.03） （0.04） （0.05） （0.05） （0.06）�

 <0.39> <0.00> <0.28> <0.08> <0.00> <0.00> <0.14> <0.01> <0.00> <0.04> <0.81> <0.66>�

 −0.165 −0.194 −0.143 −0.124 −0.172 −0.681 0.528 0.162 −0.271 −0.326 −0.057 −0.209�

 （0.17） （0.12） （0.21） （0.14） （0.20） （0.18） （0.26） （0.19） （0.12） （0.09） （0.21） （0.11）�

 <0.34> <0.12> <0.51> <0.39> <0.41> <0.00> <0.051> <0.39> <0.03> <0.00> <0.78> <0.06>�

 0.380 0.459 0.850 0.866 1.098 0.609 0.330 0.949 0.703 0.550 0.166 0.251�

 （0.25） （0.22） （0.34） （0.33） （0.30） （0.34） （0.53） （0.34） （0.20） （0.23） （0.38） （0.27）�

 <0.13> <0.04> <0.02> <0.01> <0.00> <0.08> <0.54> <0.01> <0.00> <0.02> <0.67> <0.36>�

 1.905 1.524 1.215 1.067 1.037 0.643 2.470 1.450 0.752 0.821 1.291 1.209�

 （0.51） （0.43） （0.73） （0.62） （0.65） （0.80） （0.95） （0.66） （0.41） （0.51） （0.71） （0.56）�

 <0.00> <0.00> <0.11> <0.09> <0.12> <0.43> <0.01> <0.03> <0.08> <0.12> <0.08> <0.04>�

 322 359 322 359 319 359 315 357 322 359 322 359�

 0.843 0.897 0.808 0.855 0.737 0.767 0.708 0.737 0.833 0.870 0.797 0.866�

 18.44 <0.00> 2.24 <0.14> 4.35 <0.04> 0.01 <0.94> 0.96 <0.33> 0.05 <0.83>�

 22.54 <0.00> 1.74 <0.19> 0.12 <0.73> 0.03 <0.87> 0.59 <0.45> 0.05 <0.83>

備考：（　）は標準誤差、<　>はP値。シャドーはP値が0.05以下の場合。F検定は、各係数が、1980年代と1990年代で�
　　　異ならないという帰無仮説のもとのF値およびP値。�
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表2 産業別データを使ったプールドOLSの推計結果



域内での貿易に対するプラス効果が1980年代に比べ高まっている姿となってい

る36。ただし、1990年代における直接投資が日本・東アジア間の貿易に与えるプラ

スの効果は、電気機械や一般・精密機械よりも小さい。その他の産業については、

輸送用機械では1990年代の直接投資が東アジア域内貿易に与える効果はわずかに

マイナス、化学ではプラスとなっているものの、日本・東アジア間の貿易に与え

る効果はゼロと有意に異ならないとの結果が得られているほか、金属・同製品に関

しては、1990年代の直接投資が貿易に与える効果は、日本・東アジア間、東アジア

域内の双方ともゼロと有意に異ならないとの結果となっている。

以上の結果をまとめると、直接投資の貿易に与える影響の違いは産業ごとに大き

く異なり、①直接投資の貿易へのプラス効果が1990年代入り後上昇し、かつそのプ

ラス効果が大きい産業（電気機械、一般・精密機械37）、②直接投資の貿易へのプ

ラス効果は1990年代入り後上昇しているものの、その効果がさほど大きくない産業

（繊維）、③直接投資の貿易に与える影響が総じてゼロと有意に異ならない産業（輸

送用機械、化学、金属・同製品）の3つのグループに分けることができる。

（ロ）貿易構造の変化

表2のうち貿易構造を示すパラメータのb2 ,kとgkをみると、まず貿易国の所得水

準の変化を表すb2,kは全ての産業で1980年代に比べ1990年代に低下しており、全産

業で時間の経過とともにより低所得国との貿易が増加していることを表している。

一方、輸送・通信コストや財の代替の弾力性を示すgkは、繊維・化学を除く全て

の産業で有意にゼロと異ならないとの結果が得られている。このため、産業別のデー

タを利用する限りは、低所得国との貿易の拡大はみられるものの、財の代替の弾力

性からみた貿易構造にはあまり変化が生じていない。

ロ．クロスセクション分析

（イ）直接投資が貿易に与える影響

クロスセクション分析によるわが国の東アジア向け直接投資が日本・東アジア

間、東アジア域内の貿易に与える影響に関する結果は、プールドOLSの結果と概ね

一致している（図2）。すなわち、電気機械については、1987年以降、日本・東アジ

ア間、東アジア域内の貿易に対するプラス効果がゼロと有意に異なる水準まで上

昇し、その後、ほぼ一貫してプラス効果が高まっている。さらに、そのプラス効

果は他の産業に比べても非常に大きい。一般・精密機械では、1990年代入り後、直接
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36  繊維についても、F検定の結果、1980年代と1990年代の直接投資の係数が有意に異なることが統計的に確
かめられている。

37  一般・精密機械については、やや複雑な結果となっている。F検定の結果では、直接投資の日本・東アジ
ア間貿易への効果を表す係数（h1）は、1980年代と1990年代で有意に異ならないとの結果が出ている。し
かし、年代別にみれば、1980年代には同じ係数（h1）がゼロと有意に異ならないが、1990年代には有意に
ゼロと異なるほか、水準も大幅に高まっている。したがって、一般・精密機械は、電気機械と同様、直
接投資の貿易へのプラス効果が1990年代入り後上昇し、かつそのプラス効果が大きい産業に分類した。
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投資の日本・東アジア間、東アジア域内での貿易へのプラス効果が高まっている。

繊維では、東アジア域内の貿易へのプラス効果はほぼ一定であるが、日本・東アジ

ア間での貿易に対しては緩やかにそのプラス効果を高め、1990年代後半にはゼロと

有意に異なる水準まで上昇している。また、輸送用機械、金属・同製品については、

ほぼ全期間を通じて直接投資の貿易に与える効果はゼロと有意に異ならないほか、

化学では1980年代後半におけるプラス効果が低下し、1990年代にはゼロと有意に異

ならない水準になっている。

（ロ）貿易構造の変化

b2 ,kについては、化学では1980年代後半に大きく低下し、その後緩やかに上昇し

ているが、1980年代と1990年代を比べると、1990年代の方が低い水準との結果が得

られている。さらにその他の産業では、概ね一貫して低下傾向を辿っている（図2）。

こうした結果は、プールドOLSの結果と同じく、東アジアにおける貿易で低所得国

のプレゼンスが年を追うごとに高まっていることを示している。

次に、gkの推移をみると、化学では計測期間を通じてほぼ一定のマイナス値で

推移している。電気機械と繊維では、1990年代入り後は、ゼロと有意に異なるマイ

ナス値となっている。しかし、他の産業については各年ごとの振れはあるものの、

概ねゼロと有意に異ならない水準にとどまっている。

こうした結果は、ほとんど全ての産業で低所得国との貿易が拡大している中で、

特に、電気機械や繊維では1990年代入り後、双方向貿易も拡大していることを示し

ている。

（2）財別データを使った推計結果

前述のように、産業ごとに直接投資の効果が異なる背景には、産業ごとの貿易構

造の違いがあると考えられる。実際、産業別データを使った上述の直接投資の効果

に関する計測結果から示された各産業ごとの違いは、神津ほか［2002］やFukao,

Ishido and Ito［2003］等の先行研究で示された産業ごとの貿易構造の違いと整合的

である。つまり、先行研究では、直接投資の貿易に与えるプラス効果が大きい電気

機械や一般・精密機械では垂直分業やフラグメンテーションが進展し、それほどプ

ラス効果が大きくない繊維では日本と東アジアで棲み分けが図られている一方、プ

ラス効果がみられない輸送用機械では現地生産が行われていることが示されている。

しかし前述のように、同一産業によっても財によって異なる貿易パターンが生じて

いる場合、産業別データによる計測結果にはバイアスが生じている可能性がある38。
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38  財別にグラビティ方程式を計測した先行研究としては、Hillberry［2002］がある。Hillberry［2002］は、
貿易総額と財別貿易額のデータを使って、グラビティ方程式から国境の存在が貿易を阻害する効果（国
境効果）を推計した。そして、各財別の貿易データから得られた国境要因の推計値が、総貿易による推
計値を大きく下回ることを指摘し、貿易総額を使った国境要因の分析にはバイアスが生じていると主張
している。



このため、以下では、直接投資が貿易に与える影響が異なっている3つの産業グ

ループのうち、それぞれ代表的な産業（電気機械、繊維、輸送用機械）に関して、

中間財・最終財別に（3）式を推計し、直接投資の貿易に与える影響と貿易構造の変

化を分析する。なお、財別のグラビティ方程式の推計に際しては、直接投資は各産

業全体の直接投資を使用している39、40。

イ．プールドOLS

（イ）電気機械

電気機械の推計結果をみると（表3）、直接投資の貿易に与える影響は、情報関連

財で1990年代には非常に大きなプラスの効果がみられ、汎用中間財でも比較的高い

プラス効果が検出されている。一方、家電製品では、1980年代には日本・東アジア

間の貿易でマイナスの効果となっているほか、1990年代の効果は日本・東アジア間、

東アジア域内の貿易でゼロと有意に変わらないなど、非常にばらつきが大きい姿と

なっている。

次に、貿易構造の変化をみると、b2 ,k は全ての財で1990年代の方が低い姿となっ

ており、低所得国との貿易が拡大していることを示している。gkは汎用中間財で

1990年代には有意なマイナスとの結果が得られているものの、情報関連財、家電製品

では、1980年代、1990年代ともゼロと有意に異ならないとの結果が得られている41。

こうした結果は、特に、汎用中間財については、当該部品の生産により低所得国

が参入し、日本・東アジア間、東アジア域内で双方向貿易が拡大し、東アジアでの

分業が深化している可能性を示唆している42。

（ロ）繊維

繊維の財別の推計結果をみると（表3）、直接投資の貿易に与える影響は、1990年

代には、中間財で、東アジア域内の貿易に関してゼロと有意に異なるプラスの効果

がみられているほか、最終製品では、日本・東アジア間、東アジア域内の双方に関

して、プラスの効果が得られている。
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39  プールドOLSでは実質ベースで推計を行うため、直接投資は各産業の貿易額の実質化に使用した物価指
数を用いて実質化している。

40  なお、国別ダミーや年別ダミーを説明変数に入れて推計しても結果はほとんど変わらなかった。
41  ただし、クロスセクション分析からは、情報関連財では1990年代入り後gkは大きく低下し、1993年以降
ゼロと有意に異なるマイナスとの結果が得られている。

42  低所得国との貿易拡大と双方向貿易の拡大は、①東アジアでの分業が深化している可能性と、②相対的
にウエイトの高い高所得国との双方向貿易が拡大しつつ、低所得国への輸出という一方向貿易が拡大し
ている可能性の2つの可能性を意味している。このため、このうちのどちらが正しいのかは、貿易フロー
を使ってチェックする必要がある。そこで、実際の計数を確認すると、日本を含む東アジア域内での汎
用中間財貿易に占める日本・NIES間での貿易比率は、1990年代入り後大きく低下している（1985～89
年：48%→1990～97年：28%）一方、日本とASEAN・中国間（1985～89年：11%→1990～97年：16%）、
NIESとASEAN・中国間（1985～89年：26%→1990～97年：41%）の貿易はシェアを大きく高めている。
こうした変化は、より低所得国との分業が深化していることを示している。



次に、貿易構造の変化を表すパラメータについては、b2 ,kは中間財・衣服の両方

で1990年代の方が1980年代より低いが、衣服の低下幅は非常に小さい。gkは両者と

も1990年代にはゼロと有意に異なるマイナスの値を示しており、特に中間財では

1990年代に大きく低下しているとの結果が得られている。この結果からは、衣服で

は大きな貿易構造の変化はうかがわれない一方、中間財で1990年代入り後、低所得

国で当該財の生産・輸出が増加し、日本を含む東アジア域内で双方向貿易が拡大し

ていることがわかる。
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   電気機械    繊 維   輸送用機械�

 情報関連財 汎用中間財 最終製品（家電） 最終製品（衣服） 中間財  最終製品（自動車） 中間財�

 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97 1982～89 1990～97�

 0.459 0.389 0.490 0.462 1.325 0.490 0.730 0.699 0.915 0.622 0.628 0.613 0.335 0.532�

 （0.18） （0.08） （0.14） （0.07） （0.19） （0.11） （0.25） （0.16） （0.12） （0.09） （0.17） （0.17） （0.18） （0.11）�

 <0.02> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.01> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.07> <0.00>�

 2.349 2.041 1.862 1.515 2.435 1.705 1.477 1.341 1.611 1.069 1.433 1.191 1.016 0.709�

 （0.25） （0.16） （0.16） （0.11） （0.17） （0.17） （0.24） （0.16） （0.15） （0.13） （0.25） （0.20） （0.21） （0.15）�

 <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00> <0.00>�
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表3 個別財データを使ったプールドOLSの推計結果



（ハ）輸送用機械

輸送用機械では（表3）、自動車・中間財ともに、直接投資が日本・東アジア間の

貿易に与える影響は、1990年代にはゼロと有意に異なっていない。しかし、東アジ

ア域内貿易については、自動車・中間財の両方でむしろマイナスの効果を持つとの

結果が示されている。

次に、貿易構造については、自動車・中間財ともb2,kは1980年代に比べ1990年代

の方が低下している一方、gkはゼロと有意に異なっていない。

ロ．クロスセクション分析

（イ）電気機械

電気機械の財別の推計結果について（図3）、直接投資の貿易に与える影響をみる

と、情報関連財では1980年代後半以降大きく上昇しているほか、汎用中間財では貿

易に与えるプラス効果が1990年代入り後上昇している。一方、家電製品については、

プラス効果はみられるが、多くの年でその効果がゼロと有意に異なるとの結果は得

られていない。このように、電気機械では、特に情報関連財や汎用中間財で直接投

資が貿易を増加させている姿となっている。

次に、貿易構造の変化をみると、まず情報関連財については、b2 ,kは1990年代に

低下テンポを速め、gkは1993年以降ゼロと有意に異なる水準まで大きく低下してい

る。汎用中間財についても、b2, kは計測期間を通じほぼ一貫して低下傾向を辿り、

gkは1990年代入り後ゼロと有意に異なる水準まで緩やかに低下している。一方、家

電製品については、b2,kは計測期間を通じほぼ一貫して低下しているが、gkは幾分

低下しつつもその水準はゼロと有意に異なっていない。

こうした結果は、まず情報関連財では特に1990年代入り後に東アジアの多くの国

が当該製品の生産・輸出に参入し、部品の双方向貿易が急激に拡大していることを

示しており、東アジア域内での部品生産の分業が急速に進展している可能性を示唆

している43。汎用中間財については、プールドOLSの結果と同じく、徐々に当該部

品の生産に東アジアの国が参入し、かつ双方向貿易も拡大しており、東アジアで垂

直分業が深化していると考えられる。一方、家電製品については、より多くの低所

得国が貿易に参加しつつも、当該財では双方向貿易が拡大していないことを示して

いる。これは、①家電製品を生産している国は従来と同じであるが、低所得国向け

輸出が増加している、②従来高所得国で生産されていたが、生産工程が低所得国に
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43  脚注42と同じく、情報関連財の貿易フローを使って地域間での貿易比率の変化をみると、1990年代にか
けて、日本・NIES間の貿易比率は低下している（1985～89年：43%→1990～97年：32%）。一方、日本と
ASEAN・中国間（1985～89年：10%→1990～97年：13%）、NIESとASEAN・中国間（1985～89年：26%→
1990～97年：41%）はシェアを高めており、東アジア域内での部品生産の分業が急速に進展していること
を示している。



186 金融研究/2004.10

（汎用中間財）�

（情報関連財）�

−1.0

−0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1983 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97
−1.0

−0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97
−1.5

−1.0

−0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97

−0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97
−0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97
−1.5

−1.0

−0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97

(JFDIi )h
1

h
1 (JFDIi ) h

2 (JFDIi + JFDIj )

b2 phYi  phYj(                )

g Dstij (          )

g Dstij (          )

（年）�

（年）�

（年）�

b2 phYi  phYj(                )

（年）�

（年）�

（年）� （年）�

（年）�

(JFDIi )h
1

h
1 (JFDIi ) h

2 (JFDIi + JFDIj )

1983

1983

1983 1983

1983

1983

1983

図3 電気機械の財別データを使ったクロスセクション分析の推計結果



シフトし高所得国の生産が低所得国の生産に代替されているの2つの可能性を示し

ている44。ただし、わが国と東アジア全体における家電製品の貿易フローのデータ

をみると、わが国の輸出シェアは徐々に低下している一方（1980～84年：68%→

1985～89年：56%→1990～97年：42%）、ASEAN4ヵ国のシェアは急速に上昇してい

る（1980～84年：0%→1985～89年：2%→1990～97年：26%）。したがって、家電製

品の貿易構造は、かつてわが国で生産されていたが、生産工程がASEAN等の低所

得国にシフトし、わが国の生産がこれらの諸国の生産に代替されていると考えられ

る。

（ロ）繊維

繊維の財別の推計結果について（図4）、直接投資が貿易に与える影響をみると、衣

服では1990年代にはゼロと有意に異ならないプラスの効果がみられている。一方、
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44  本稿では、貿易額（輸出額＋輸入額）を被説明変数としたグラビティ方程式を計測している。このため、
gkが横這いでb2, kが低下しているケースでは、こうした2つの可能性が想定される。この場合には、実際
の貿易フローをチェックし、輸出国や貿易相手国の変化をみることによって、この2つのうち実際に生じ
ている貿易構造を把握することができる。
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図4 繊維の財別データを使ったクロスセクション分析の推計結果
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中間財では、日本・東アジア間の貿易への影響はゼロと有意に異ならないものの、

東アジア域内貿易に対しては1980年代央以降ほぼ一貫して同じ程度のプラスの効果

となっている。

次に、貿易構造に関しては、衣服ではb2,k・gkとも推計期間を通じてほぼ一定で

ある。一方、中間財では、b2,kは全期間を通じて低下傾向を辿り、gkは1990年代入

り後緩やかな低下傾向を示している。

こうした結果からは、衣服では貿易構造に大きな変化がうかがわれない一方、中

間財では、徐々に低所得国が当該財の生産・輸出を増加させ、双方向貿易が拡大して

いることを示しており、東アジアでの分業が深化している可能性を示唆している45。

（ハ）輸送用機械

輸送用機械では（図5）、まず自動車・中間財ともに、直接投資が貿易に与える影

響は、全期間を通じて振れはあるもののほぼ一定で、その水準はゼロと有意に異な

らないとの結果が示されている。

次に、貿易構造については、自動車・中間財ともb2,kはほぼ全期間を通じて低下

傾向を辿っている一方、gkには大きな変化はなく、その水準はゼロと有意に異なっ

ていない。

この結果は、①生産している国は従来と同じであるが、低所得国向け輸出が増加

している、②従来高所得国で生産されていたが、生産工程が低所得国にシフトし高

所得国の生産が低所得国の生産に代替されているの2つの可能性を示している。し

かし、自動車・中間財の貿易フローをみると、日本と東アジア全体の貿易に占める

わが国の東アジア向け輸出にシェアが集中し、かつ、わが国の輸出先に大きな変化

がみられないことから、①の可能性は否定され、②の貿易構造が生じていると結論

付けることができる。

45  脚注42、43と同じく、中間財の貿易フローをチェックすると、1990年代にかけて、日本・NIES間の貿易
比率は低下している（1985～89年：18%→1990～97年：8%）。日本とASEAN・中国間（1985～89年：8%→
1990～97年：8%）は横這いとなっているものの、NIESとASEAN・中国間（1985～89年：47%→1990～97
年：59%）はシェアを高めており、東アジア域内での分業が深化していることを示している。
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図5 輸送用機械の財別データを使ったクロスセクション分析の推計結果
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（3）推計結果のまとめ：直接投資の貿易に与える効果と貿易構造の変化

以下では、プールドOLSとクロスセクション分析から得られた結果をまとめる46。

まず直接投資の貿易に与える影響については、いずれの分析手法からも、①電気

機械や一般・精密機械では、直接投資の貿易へのプラス効果は1990年代入り後上昇

し、かつそのプラス効果が大きい、②繊維では、直接投資の貿易へのプラス効果は

1990年代入り後上昇しているものの、その効果はさほど大きくない、③輸送用機械、

化学、金属・同製品では、直接投資の貿易に与える影響は総じてゼロと有意に異な

らないとの結果が得られ、産業ごとに直接投資が貿易に与える影響が大きく異なる

ことが確認された。なお、電気機械では、情報関連財での直接投資の貿易への影響

が1990年代入り後急速に高まっているほか、汎用中間財でもプラス効果が比較的高

い水準となっている。しかし、家電製品では、明確なプラス効果が得られないなど、

品目によっても大きく異なっているとの結果が得られた。

次に、直接投資の貿易に与える影響が異なる3つのグループの代表的な産業（電

気機械、繊維、輸送用機械）の貿易構造の変化に関する推計結果をまとめる。まず、

電気機械では、情報関連財で、クロスセクション分析から1990年代入り後に東アジ

アの多くの国が当該製品の生産・輸出に参入し、急速に部品生産の分業が進展して

いる可能性が示されたほか、汎用中間財については、プールドOLSとクロスセクショ

ン分析の双方で、わが国を含む東アジア域内で双方向貿易が拡大し、垂直分業が深

化している可能性が確認された。しかし、家電製品では、プールドOLSとクロスセ

クション分析の両者ともに、低所得国との貿易拡大は認められたものの、財の代替

の弾性値の変化はみられず、生産工程が低所得国にシフトし高所得国の生産が低所

得国の生産に代替されているといった変化を示唆している。

次に、繊維製品では、プールドOLSとクロスセクション分析の双方から、中間財

で低所得国が当該財の生産・輸出が増加し、かつ双方向貿易も拡大しており、東ア

ジアで分業が深化している可能性が確認された一方、衣服では大きな貿易構造の変

化は認められない。最後に、自動車・中間財については、プールドOLSとクロスセ

クション分析の両者ともに低所得国との貿易拡大は認められたものの、財の代替の

弾性値は変化しておらず、これらの財では、生産工程が低所得国にシフトし高所得

国の生産が低所得国の生産に代替されているといった生産面での構造変化が生じて

いる。

46  本稿では直接投資のフロー・データを使ってグラビティ方程式を計測しているが、結果の頑健性チェッ
クのために、ストック・データを使用して（3）式を推計した。なお、ストック・データは財務省の『財政
金融統計月報』に掲載されている1951年から推計時点の前年までの累計額を使用している。推計結果は、
フロー・データを用いた場合とほとんど同じであった（このため、詳しい推計結果の掲載は省略）。すな
わち、直接投資の貿易に与える効果は、電気機械が最も高く、その次に一般・精密機械、繊維との結果
が得られ、その他の産業はほぼゼロと有意に異ならないとの結果となった。さらに、品目別の直接投資
の効果もフロー・ベースと同じ結果が得られた。貿易構造を表すパラメータの推計結果からは、情報関
連財や汎用中間財、繊維製品の中間財で東アジアとの分業の進展を示す結果が得られた。



本稿では、わが国から東アジアへの直接投資が貿易に与える影響と貿易構造の変

化を、産業別、財別のデータを使って検証した。

本稿の分析からは、直接投資の貿易への影響が異なる産業では貿易構造が異なっ

ていることが明らかにされた。すなわち、情報関連財を中心に1990年代入り後に分

業が急速に進展している電気機械では、直接投資の貿易に与えるプラス効果が1990

年代に大きく上昇している。また、中間財を中心に緩やかに分業体制が深化してい

る繊維では、直接投資の貿易に与える影響は電気機械ほど大きくないが、プラスで

ある。これに対し、生産工程がわが国から東アジアに移管され、わが国の輸出が現

地生産に代替されている輸送用機械では、直接投資が貿易に与える効果はほとんど

ない。

こうした結果は、一連の研究から示されているわが国の直接投資が貿易と補完関

係にあることの背景に、情報関連財を中心とする電気機械等での分業体制の急速な

広がりがあることを示唆している47。この点を確認するため、わが国企業海外現地

法人のアジアにおける売上高・仕入高のシェアを、各産業別、仕向先・仕入元別に

みると（表4）、直接投資の貿易に与える影響がプラスである電気機械、繊維等では、

売上高のうち日本向け輸出やアジア域内向け輸出の比率が高い（電気機械で計

57.8%、繊維で34.2%）ことがわかる。さらに、電気機械の域内分業の広がりは、

売上げだけでなく仕入れも域内アジア各国への依存度が他産業より高い（26.4%）

ことからも確認できる。対照的に、輸送用機械の生産・販売は、日本からの輸入と

現地調達（計90.7%）および現地販売（81.1%）に集中しており、アジア域内各国

間での分業の広がりはみられない。

47  もちろん、わが国の直接投資によって貿易が増加する背景には、海外進出した日本企業が従来からの取
引先である日本の資本財生産企業から設備用の機械を購入するというメカニズムが存在している可能性
もある。
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５．結び

  売上高内訳のシェア  仕入高内訳のシェア�

�

�

電気機械 32.3 33.0 24.8 9.9 35.7 37.0 26.4 0.9�

一般・精密 30.4 42.6 18.0 9.0 50.2 36.0 11.2 2.5�

繊維 47.7 22.2 12.0 18.1 52.9 26.1 11.2 9.8�

輸送用機械 81.1 11.0 2.2 5.7 53.7 37.0 6.0 3.3�

化学 72.4 7.6 16.6 3.4 54.4 18.6 14.8 12.3�

鉄鋼・非鉄 73.7 7.9 14.3 4.1 27.9 56.5 13.4 2.1

現地販売�
日本向け�
輸出�

アジア向け�
輸出�

アジア域外�
への輸出�

現地調達�日本からの�
輸入�

アジアから�
の輸入�

アジア域外�
からの輸入�

（1998年度、%）�

備考：『海外事業活動基本調査』から筆者が作成。�

表4 アジアでのわが国海外現地法人の売上高・仕入高
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最後に、わが国と東アジアにおけるダイナミックな貿易構造の変化が持つ、わが

国が採るべき経済政策に関する含意について述べ、本稿の結びとしたい。

そもそも、比較優位原則に基づく生産工程の海外への移転は、わが国の交易条件

を大きく変化させるため、生産面では、比較劣位化した産業から比較優位産業に生

産資源が効率的に移動するとともに、海外への生産移転に伴う遊休資源が、比較優

位産業で使用される限り、マクロ的にはプラスの効果を持つ。さらに、需要面でも

交易条件の改善を通じて実質所得が増加し、経済厚生が高まる。しかし、こうした

経済構造の大きな変化は長期的にはプラスをもたらすとしても、短期的には産業空

洞化への懸念や所得配分の変化に伴う経済主体間での利害衝突が生じる。このため、

実際の政策運営では、輸入規制等、比較劣位化した産業に対する保護策が講じられ

るケースが多い48。

こうした政策だけでは、短期的には「痛み」が和らげられても、市場の拡大や貿

易相手国の多様化など貿易関係の広がりや深まりのメリットを活用できないうえ、

財政支出が硬直的であるほど経済の非効率性が温存され、長期的にはマイナスの影

響が生じる可能性が高い。したがって、貿易構造の変化に応じて、生産資源の再配

分を通じて効率的な経済構造を再構築する必要がある。この点について、大谷・白

塚・中久木［2004］は、生産要素の再配分は、生産要素の所有者間での利害衝突を

生むため、市場メカニズムだけでは解決されず、再配分を促す政策が採られなけれ

ば、効率的な資源配分を達成するのは困難と指摘している。こうした政策としては、

生産資源の再配分によって利益を受ける主体と損失を被る主体の間での資金の移転

（Bhagwati［1971］）だけでなく、労働や資本の柔軟な移動を容易にする規制緩和を

進めることによって、高付加価値産業の育成を促すことも重要である。

48 こうした理由としては、政治経済学的な視点からいくつかの研究が行われており、利益団体が政治家の
選挙運動に協力する見返りに、政治家が利益団体の利益となるような競争制限的な政策が採られること
が理論的に明らかにされている。こうした研究としては、例えば、Grossman and Helpman［1994］を参照
されたい。



補論1．直接投資と貿易量の関係に関する理論研究について

貿易理論の分野では、直接投資とその仕出し・受入れ国間の貿易との関係、すな

わち直接投資の増加によって、直接投資の受入れ国との貿易が増加するのか、減少

するのかについて、これまでいくつかの理論的な研究が行われている。

まず、ヘクシャー＝オーリン・モデルでは、生産要素移動と貿易は代替関係にあ

ることが示されている。すなわち、自国と外国の両方で、資本と労働の2種類の生

産要素があり、同じ財の生産には同じ生産技術が使用されるとする。さらに、自国

の方が相対的に資本賦存量が多いと仮定する。さらに、資本は国境を越えて移動す

るものの、労働は移動しないとする。資本の国際的な移動が生じない場合には、自

国では外国に比べ資本収益率が低いため、資本集約財を相対的に低コストで生産す

ることができ、自国は資本集約財を輸出し、労働集約財を輸入することになる。こ

こで、資本収益率格差にしたがって、自国から外国に資本が移動すれば、自国と外

国の資本収益率は均等化し、貿易を生み出す要因である生産要素価格の格差が消滅

し、貿易が行われなくなる。したがって、生産要素移動は自国と外国の間の貿易量

を減少させる49。

一方、特殊要素モデル50では、生産要素移動と貿易量の間には補完関係が成立す

るとの結論が示されている。自国・外国とも、部門間を自由に移動する労働と1つ

の部門でしか生産に使用されない特殊要素（資本と土地）の3種類の生産要素があ

ると仮定する。さらに、労働と資本、労働と土地を使用して、機械と食料品が生産

されるとするほか、資本は国際的に移動するものの、他の生産要素は移動しないと

する。資本が国境を越えて移動しない場合には、自国の方が外国よりも、相対的に

土地が豊富で資本が過少と仮定すれば、自国は食料品を輸出し、機械を輸入するこ

とになる。そして、この場合には、自国の土地の収益率は外国よりも低くなる。ま

た、自国の食料品部門の賃金は外国の賃金よりも高いため、自国と外国を比較すれ

ば、自国では多くの労働者が食料品部門で雇用され、より少ない労働者が機械部門

で雇用されることから、自国の機械部門の資本収益率は外国よりも低くなるケース

が生じる。ここで、自国と外国の資本収益率格差にしたがって、自国から外国に資

本が流出すれば、自国の機械生産が減少、外国の機械生産が増加することから、資

本の移動は自国と外国の貿易を増加させることになる51。

49  ヘクシャー＝オーリン・モデルとは、Heckscher［1949］とOhlin［1933］によって考案され、両者の名前
を取って名付けられたモデルである。同モデルを使った生産要素移動と貿易の関係について考察した研
究としてはMundell［1957］等を参照されたい。ただし、Markusen［1983］は、同モデルでも、完全競争
の成立、自国と外国での同一テクノロジーの使用、生産関数の収穫一定等が仮定されない場合には、生
産要素の移動と貿易の関係は補完的になることを理論的に示している。

50  特殊要素モデルの詳細については、Jones［1971］を参照されたい。
51  もちろん、自国の機械部門の資本収益率が外国よりも高くなるケースも生じるため、この場合には、外
国から自国に資本が移動し、外国の自国への機械の輸出が減少する。したがって、特殊要素モデルでは、
生産要素移動と貿易量は代替的との結論も導くことができる。
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補論2．グラビティ方程式のミクロ的基礎について

補論2では、Fujita, Krugman and Venables［1999］の標準的なモデルに基づき、距

離と貿易フローの間のグラビティ方程式を導いたうえで、距離が貿易に与える影響

がどのように現れるかを示す（Hummels［1999］、Hillberry［2002］、Redding and

Venables［2004］など、多くの先行研究で同様のモデルが用いられている）。

まず、i国の代表的個人の効用関数 Uiを下式のように定義する。

ここで、Ci ,kは i国の代表的個人のk産業財の消費に関するインデックス、 ci ,kはk産

業財の消費量、skはk産業財の間での代替の弾力性、hkは所得に占めるk産業財の

消費比率を表す。また、pi,kを i国におけるk産業財の販売価格とすれば、（A-1）式で

定義される効用関数に対応した i国におけるk産業財の物価指数Gi ,kは、以下のよう

に表される。

独占的な競争企業が差別化財を供給し、自国と外国は、財の数と財のタイプが同

じという意味で対称的（symmetric）であると仮定する。すると、j国でk産業の財

を生産する企業は、財価格 pj , kを限界費用にマークアップ率（sk /[sk−1]）を掛けた
額と等しく設定する52。さらに、貿易に伴う諸費用の分だけ価格の上乗せ分（「貿

易コスト」）が輸入価格に転嫁されると仮定すれば、j国からi国への輸出に伴い、

輸入価格が ti j,kだけ変化し、 pij,k = pj,k ti j,kが成り立つと考えられる。さらに、同一

産業に属する全ての差別化された財に関して、対称的であると想定する。

Yiを i国の代表的個人の所得とし、j国から i国に輸出されたk産業の財をci j,kとす

れば、効用最大化から、cij,kは以下のようになる。

Mij,kを i国の j 国からのk産業財の輸入額、ni ,kを j 国で生産されるk産業の財の種

類とすれば、

という関係が成立する。（A-3）式を（A-4）式に代入すれば、

52  簡単化のため、i国と j国の間の為替レートを1とする。

Mij,k = ni ,k pj,k ci j,k , （A-4）
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が得られる。

貿易コストと距離との関係について、貿易コストは距離Dijの関数 f kで表され、

財ごとに異なると仮定する。さらに、貿易コストは距離に対して指数的に増加する

とする。このとき、貿易コストは以下のように表される。

ここで、dkは貿易コストの距離に対する弾力性を表す。このとき、輸入需要は、以

下の（A-7）式で示される。

（A-7）式は、距離が1%だけ遠い国に輸出すると、所得等の要因を一定とすれば、

輸送費の増加が価格に転嫁される効果と、j国財の価格上昇により他国財に需要が

代替される効果を合わせて、j国財の i国における需要は−dkskだけ減ることを示し

ている。

また、（A-7）式で、輸出国の情報 nj ,k (pj,k)1−sk、輸入国の情報 Yi /(Gi ,k)1−skを、そ

れぞれの国のGDPで近似すれば、本文（1）式で示したグラビティ方程式の基本型が

導かれる。
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ti j,k = f
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